
別表１

１　補助事
業名

３　補助事業者 ４　補助率

社会福祉法人等

別表２

１　区分
施設整備

解体撤去工事費
及び仮設施設整
備工事費

　付表２、３及び
付表５、６に掲げ
る１事業（１施
設）当たりの基準
単価とする。

　解体撤去に必要な工事費又は工事請負費及び仮設施設整備に必要な賃借
料、工事費又は工事請負費

障害者総合支援法等に基づく施設等整備事業

２　種目 ３　補助基準額 ４　補助対象経費
本体工事費 (1) 定員１人当た

り基準単価を適用
する場合
  付表１、４に掲
げる定員１人当た
りの基準単価に定
員を乗じて得た額
とする。

(2) １事業（１施
設）当たり基準単
価を適用する場合
  付表１に掲げる
１事業（１施設）
当たりの基準単価
とする。

　施設の整備（施設の整備と一体的に整備するものであって、知事が必要
と認めた整備を含む。）に必要な工事費又は工事請負費（この交付要綱の
３（１）から（３）までに定める経費を除く。）及び工事事務費（工事施
工のため直接必要な事務に要する費用であって、旅費、消耗品費、通信運
搬費、印刷製本費及び設計監督料等をいい、その額は、工事費又は工事請
負費の2.6％に相当する額を限度とする。以下同じ。）。ただし、別の負担
（補助）金又はこの種目とは別の種目において別途補助対象とする費用を
除き、工事費又は工事請負費には、これと同等と認められる委託費、分担
金及び適当と認められる購入費等を含む（以下同じ。）。

社会福祉施設整備費補助金「補助事業名」、「補助事業」、「補助事業者」及び「補助率」一覧表

２　補助事業

障害者総合
支援法等に
基づく施設
等整備事業

　障害者総合支援法第79条第２項の規定に基づき事業を実施する補助事業者
が設置する障害福祉サービス事業を行う施設の整備

４分の３以内

　生活保護法第41条の規定に基づき事業を実施する補助事業者が設置する保
護施設（救護施設、更生施設、授産施設及び宿所提供施設に限る。）の整備

　社会福祉法第２条第２項第７号の規定に基づき事業を実施する補助事業者
が設置する社会事業授産施設の整備

　社会福祉法第２条第３項第８号の規定に基づき事業を実施する補助事業者
が設置する無料低額宿泊所の整備

　生活保護法第30条の規定に基づき事業を実施する補助事業者が設置する日
常生活支援住居施設の整備

　障害者総合支援法第83条４項の規定に基づき事業を実施する補助事業者が
設置する障害者支援施設の整備
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区　　　分 内　　　容

①　一定年数を経過して使用に堪えなくなり、改修が必要
となった浴室、食堂等の改修工事や外壁、屋上等の防水
工事等施設の改修工事

②　衛生環境の改善を目的としたトイレや調理場等の設置
・改修工事

2 　施設の付帯設備の改造
　一定年数を経過して使用に堪えなくなり、改修が必要と
なった給排水設備、電気設備、ガス設備、消防用設備等付帯
設備の改修工事

3 　施設の冷暖房設備の設置等

　気象状況により特に必要とされる熱中症対策等のための施
設の冷暖房設備の新規設置工事及び一定年数を経過して
使用に堪えなくなり、改修が必要となった冷暖房設備の改
造工事

①　狭溢な居室を入所者の新しい処遇のニーズに合わせて拡
大を図る際の間仕切り工事及び部屋の使用目的を変えるため
の内部改修

②　居室と避難通路（バルコニー）等との段差の改修を図る
工事や自力避難が困難な者の居室を避難階へ移すための改修
等防災対策に配慮した施設の内部改修工事

③　ウイルス性感染症等の感染拡大を防止するための、多
床室の個室化等改修工事

5
　環境上の条件等により必要となった
施設の一部改修

①　活火山周辺の降灰地域等における施設の換気設備整備
②　アスベストの処理工事及びその後の復旧等関連する改修
工事

6
　消防法及び建築基準法等関係法令の
改正により新たにその規定に適合させ
るために必要となる改修

　消防法設備等（スプリンクラー設備等を除く。）につい
て、消防法が改正されたところに伴い、新たに必要となる設
備の整備

①　居室や浴室等に介護のための天井走行型介護用リフトの
整備

②　介護職員の業務の効率化及び負担の軽減のための特殊浴
槽の整備

① 都道府県等が土砂災害等の危険区域等として指定している
区域に設置されている施設の防災対策上、必要な補強改修工
事や設備の整備等

② 地震防災対策上必要な補強改修工事

③ 緊急災害時用の自家発電設備の整備

④ 緊急災害時用の給水設備の整備

別表 ３

大規模修繕等の整備内容一覧

4 　施設の模様替え

　介護用リフト等特殊附帯工事7

1 　施設の一部改修

8 　土砂災害に備えた施設の一部改
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区　　　分 内　　　容

別表 ３

大規模修繕等の整備内容一覧

9 　生産設備近代化整備

　施設と一体的に整備され、かつ施設に固定されるもの、及
び設備を整備することにより施設の設計に影響を及ぼすもの
のうち、授産施設の事業種目の転換等に必要な機械設備の整
備

10 　グループホーム改修整備

　共同生活援助（以下「グループホーム」という。）を行う
場合に必要な、既存建物（賃貸物件を含む。）バリアフリー
化工事、スプリンクラー設備工事等、グループホームの基盤
整備を図るための改修工事

11 　短期入所事業改修整備
　短期入所事業を行う場合に必要な、既存建物（賃貸物件を
含む。）バリアフリー化工事等、短期入所事業の基盤整備を
図るための改修工事

12
　障害福祉サービス事業等改修整備
（10及び11の事業を除く。）

　障害福祉サービス事業等を行う場合に必要な、既存建物
（賃貸物件を含む。）バリアフリー化工事等、障害福祉サー
ビス事業等の基盤整備を図るための改修工事

13 　その他施設における大規模な修繕等 　特に必要と認められる上記に準ずる工事

※　補助基準
(1)

(2)
(3)
(4) 基準価格は、公的機関（都道府県又は市町村の建築課等）の見積もりと民間工事請負業者２社

の見積もりを比較し、最も低い価格とする。

原則として１施設の総事業費が次により算出された金額以上のものであり、かつ、これにより算出
された額が1,000万円未満に満たない場合は、1,000万円以上のものとする。ただし、入所施設以外
の施設については、500万円以上のものとする。

施設延面積（知事が必要と認めた面積）×4,000円

ただし１の②、３の事業については300万円以上のもの、４の③の事業については、入所施設で原則
として総事業費が100万円以上のもの、５の②のアスベスト処理工事については、入所施設にあって
は原則として総事業費が100万円以上、通所（利用）施設にあっては30万円以上のもの、８の事業に
ついては、原則として総事業費が500万円以上のもの。10の事業については、30万円以上1,000万円
以内（エレベーター等設置整備とその他の改修整備を行う場合の上限は、1,200万円以内、エレベー
ター等設置整備のみを行う場合の上限は、200万円以内）のもの。11の事業については、30万円以上
600万円以内（ただし、短期入所事業以外の施設（以下、「本体施設」という。）の改修と一体的に
改修工事を行う場合は、本体施設の一部とみなして本体施設に係る補助基準を適用）のもの。スプ
リンクラー設備工事については、施設延面積が1,000㎡未満の場合は施設延面積に26,300円を乗じた
額、施設延面積が1,000㎡以上の平屋建の場合は施設延面積に50,300円を乗じた額とし、消火ポンプ
ユニットを設置する場合は3,090,000円を加算するもの、12の事業については、30万円以上500万円
未満のものとする。

建物の維持管理の義務を怠ったことに起因したものではないこと。
設計の不備又は工事施工の粗漏に起因したものではないこと。
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付表１

（単位：円）

特別豪雪地帯 左記以外
利用定員
 20人以下 3,390,000 3,225,000
 21～40人 1人 3,415,000 3,255,000
 41～60人 1人 3,806,666 3,625,000
 61～80人 1人 4,008,750 3,818,750
 81～100人 1人 4,134,000 3,937,000
101～120人 1人 4,206,666 4,006,666
121人以上 1事業(1施設) 597,600,000 569,100,000
利用定員
 20人以下 2,730,000 2,600,000
 21～40人 1人 2,757,500 2,625,000
 41～60人 1人 3,075,000 2,930,000
 61～80人 1人 3,251,250 3,096,250
 81～100人 1人 3,341,000 3,182,000
101～120人 1人 3,412,500 3,250,000
121人以上 １事業(１施設) 483,800,000 460,800,000

1事業(1施設) 52,200,000 49,800,000
1事業(1施設) 172,300,000 164,100,000
１事業(１施設) 14,100,000 13,500,000
１事業(１施設) 16,500,000 15,700,000

１事業(１施設) 11,600,000 11,100,000

１事業(１施設) 7,800,000 7,470,000

１事業(１施設) 45,300,000 43,200,000
利用定員
 20人以下 6,170,000 5,880,000
 21～40人 1人 6,200,000 5,905,000
 41～60人 1人 6,888,333 6,560,000
 61～80人 1人 7,271,250 6,926,250
 81～100人 1人 7,486,000 7,130,000
101～120人 1人 7,627,500 7,264,166
121人以上 1事業(1施設) 1,082,100,000 1,030,600,000

1事業(1施設) 5,220,000 4,980,000
1事業(1施設) 172,300,000 164,100,000
１事業(１施設) 14,100,000 13,500,000
１事業(１施設) 16,500,000 15,700,000

１事業(１施設) 11,600,000 11,100,000

１事業(１施設) 7,800,000 7,470,000

１事業(１施設) 45,300,000 43,200,000
利用定員４～10人 １事業(１施設) 32,100,000 30,600,000
短期入所整備加算 １事業(１施設) 14,100,000 13,500,000
エレベーター等設置整備加算 １事業(１施設) 2,550,000 2,430,000

１事業(１施設) 11,600,000 11,100,000

１事業(１施設) 7,800,000 7,470,000

１事業(１施設) 45,300,000 43,200,000
１事業(１施設) 33,900,000 32,300,000
１事業(１施設) 17,100,000 16,300,000

１事業(１施設) 11,600,000 11,100,000

１事業(１施設) 7,800,000 7,470,000

１事業(１施設) 45,300,000 43,200,000

１事業(１施設) 17,100,000 16,300,000
１事業(１施設) 213,600,000 203,500,000
１事業(１施設) 58,600,000 55,800,000
１事業(１施設) 79,200,000 75,400,000

就労定着支援、自立生活援助、相談支
援整備加算

居宅介護整備加算

避難スペース整備加算

居宅介護整備加算

避難スペース整備加算
本体
（日中
活動部
分）

発達障害者支援センター整備加算

　

定員１人又は１事業（１施設）当たり施設整備費基準単価

事業(施設)の種類 単　位
単　価

1人 

1人 

障害福祉サー
ビス事業(生
活介護、自立
訓練、就労移
行支援、就労
継続支援に限
る。）

本体
（日中
活動部
分）

施設入
所支援
整備加
算及び
本体
（宿泊
型自立
訓練）
就労・訓練事業等整備加算

短期入所整備加算
発達障害者支援センター整備加算
就労定着支援、自立生活援助、相談支
援整備加算

大規模生産設備等整備加算

大規模生産設備等整備加算

療養介護
1人 

就労・訓練事業等整備加算

就労定着支援、自立生活援助、相談支
援（各事業のみの整備の場合）

共通 増築整備（既存施設の現在定員の増員）
短期入所（短期入所のみの整備の場合）

居宅介護（居宅介護のみの整備の場
合）

避難スペース整備（避難スペースのみ
の整備の場合）

補装具製作施設
盲導犬訓練施設
点字図書館
聴覚障害者情報提供施設

障
害
福
祉
関
係
施
設

居宅介護整備加算

避難スペース整備加算

短期入所整備加算

共同生活援助 創設

就労定着支援、自立生活援助、相談支
援整備加算
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付表１

（単位：円）

特別豪雪地帯 左記以外
１人 7,350,000 7,000,000
１人 513,000 489,000
１人 7,350,000 7,000,000
１人 513,000 489,000

授産施設 １人 3,170,000 3,020,000
宿所提供施設 １人 2,520,000 2,400,000
社会事業授産
施設

１人 3,170,000 3,020,000

日常生活支援
住居施設

１人 2,520,000 2,400,000

共通 １人 107,000 107,000

　
　　・一つの建物のグループホームの定員の合計が20名まで　本体単価×２＋短期入所整備加算
　○日中サービス支援型グループホーム（短期入所を併設）

※グループホームについて、一つの建物に複数の共同生活住居を設けることを認めているものの算出について
は、以下のとおりとする。

　

　○地域生活支援拠点の整備の一環として行う場合（短期入所を行う場合は別途加算を算定）
　　・一つの建物の定員の合計が20名まで　本体単価×２（＋短期入所整備加算）

　

定員１人又は１事業（１施設）当たり施設整備費基準単価

保
護
施
設
等

本体
個室整備加算
本体
個室整備加算
本体
本体

本体

本体

初度設備加算

救護施設

更生施設

事業(施設)の種類 単　位
単　価
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付表２

（単位：円）

特別豪雪地帯 左記以外

入所系 １事業(１施設) 15,300,000 14,700,000

通所系 １事業(１施設) 7,720,000 7,400,000

救護施設 １人 366,000 348,000

更生施設 １人 366,000 348,000

授産施設 １人 166,000 159,000

宿所提供施設 １人 129,000 123,000

社会事業授産施設 １人 166,000 159,000

日常生活支援住居施設 １人 129,000 123,000

付表３

（単位：円）

特別豪雪地帯 左記以外

入所系 １事業(１施設) 28,200,000 26,900,000

通所系 １事業(１施設) 13,400,000 12,800,000

救護施設 １人 667,000 636,000

更生施設 １人 667,000 636,000

授産施設 １人 312,000 298,000

宿所提供施設 １人 250,000 239,000

社会事業授産施設 １人 312,000 298,000

日常生活支援住居施設 １人 250,000 239,000

※特別豪雪地帯：豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項により指定された
　もの。

事業（施設）の種類 単　位
単　価

定員1人又は１事業（１施設）当たり解体撤去工事費基準単価

障害福祉関係施設

障害福祉関係施設

１事業（１施設）当たり仮設施設整備工事費基準単価

事業（施設）の種類 単　位
単　価

保護施設等

保護施設等
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付表４

（単位：円）

特別豪雪地帯 左記以外
利用定員
 40人以下 4,542,500 4,327,500
 41～60人 1人 5,050,000 4,810,000
 61～80人 1人 5,321,250 5,068,750
 81～100人 1人 5,486,000 5,225,000
101～120人 1人 5,585,000 5,319,166
121人以上 1事業(1施設) 792,700,000 755,000,000
利用定員
 40人以下 3,665,000 3,490,000
 41～60人 1人 4,081,666 3,888,333
 61～80人 1人 4,308,750 4,105,000
 81～100人 1人 4,431,000 4,221,000
101～120人 1人 4,529,166 4,313,333
121人以上 １事業(１施設) 641,600,000 611,100,000

1事業(1施設) 69,400,000 66,100,000
１事業(１施設) 15,500,000 14,800,000
１事業(１施設) 21,600,000 20,600,000

保護施設等 １人 10,060,000 9,590,000
１人 10,060,000 9,590,000

付表５

（単位：円）

特別豪雪地帯 左記以外

入所系及び通所系 １事業(１施設) 20,500,000 19,500,000

救護施設 １人 486,000 464,000

更生施設 １人 486,000 464,000

付表６

（単位：円）

特別豪雪地帯 左記以外

入所系及び通所系 １事業(１施設) 37,600,000 35,900,000

救護施設 １人 886,000 844,000

更生施設 １人 886,000 844,000

保護施設等

保護施設等

事業（施設）の種類 単　位
単　価

障害福祉関係施設

※特別豪雪地帯：豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項により指定された
　もの。

本体
（日中
活動部
分）

1人 

施設入
所支援
整備加
算

1人 

救護施設

単　位
単　価

就労・訓練事業等整備加算
短期入所整備加算
発達障害者支援センター整備加算

更生施設

１事業（１施設）当たり仮設施設整備工事費基準単価（耐震化整備を行う場合）

障害福祉関係施設

※グループホームについて、一つの建物に複数の共同生活住居を設けることを認めているものの算

　出については、以下のとおりとする。

障害福祉サー
ビス事業(生
活介護、自立
訓練、就労移
行支援、就労
継続支援に限
る。）

　

定員１人又は１事業（１施設）当たり施設整備費基準単価（耐震化整備を行う場合）

事業(施設)の種類 単　位
単　価

定員1人又は１事業（１施設）当たり解体撤去工事費基準単価（耐震化整備を行う場合）

事業（施設）の種類

　○地域生活支援拠点の整備の一環として行う場合（短期入所を行う場合は別途加算を算定）
　　・一つの建物の定員の合計が20名まで　本体単価×２（＋短期入所整備加算）
　○日中サービス支援型グループホーム（短期入所を併設）
　　・一つの建物のグループホームの定員の合計が20名まで　本体単価×２＋短期入所整備加算
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